
 
 

新国立劇場シンボルマーク及びロゴタイプ等の商品化に伴う契約書（案） 

 

 

独立行政法人日本芸術文化振興会（以下「甲」という。）と○○○○○○○○○○○（以下「乙」

という。）とは、甲が著作権を保有する別紙１に示した新国立劇場のシンボルマーク及びロゴタ

イプ等の使用について次のとおり、本契約を締結する。 

 

 

（使用の目的） 

第１条 甲は乙に対し、本契約各条項に従って別紙１に指定した新国立劇場のシンボルマーク及

びロゴタイプ等（以下「本マーク」という。）を商品の中に複製して使用すること（以下「本

マークの使用」という。）を、非独占的に許諾する。 

２ 乙は、甲から本マークの使用を許諾された場合、許諾の日から６ケ月以内に本マークを使用

した商品（以下「指定商品」という。）の販売を開始することとする。 

 （許諾地域） 

第２条 甲が乙に対し、本マークの使用を許諾する地域は日本国内とする。 

２ 乙は、指定商品を直接又は間接に許諾地域以外の国に輸出してはならない。 

 （指定商品） 

第３条 乙は、「新国立劇場シンボルマーク及びロゴタイプ等の使用許諾申請書」により、商品

の種類又は使用する本マーク毎に、製造する数量、小売標準価格等を明らかにした上で使用許

諾を甲に申請し、承認を得た上で指定商品を製造することとする。 

 （許諾の対価） 

第４条 許諾の対価（以下「ロイヤリティ」という。）は、各指定商品の小売標準価格（消費税

を含む）の３％とする。 

２ ロイヤリティは、乙が売上げた指定商品の数量に対して計算される。 

３ ロイヤリティは、年度で四半期毎に分けて計算する。第１四半期は４月１日より開始し、そ

の後３ヶ月毎に各四半期が開始することとする。 

４ 乙は、各四半期の終了月の翌月末日までに当該四半期にかかるロイヤリティを甲の指定する

方法により支払う。 

５ 乙が本契約第１１条に基づき、甲又は公益財団法人新国立劇場運営財団（以下「甲等」とい

う。）に対して販売した指定商品についてはロイヤリティの対象としない。 

 （乙の報告義務） 

第５条 乙は甲に対し、次項以下に定める売上報告書により、誠意をもってロイヤリティ等の報

告を行うものとする。 

２ 乙は、売上報告書に、四半期毎の指定製品の製造数、売上個数、小売標準価格、ロイヤリテ

ィの合計金額を記載する。 

３ 乙は、各四半期終了月の翌月１０日まで（ただし、第４四半期は当該四半期の最終月の末日

まで）に当該四半期の売上報告書を甲に提出する。 

 （帳簿閲覧） 

第６条 甲は乙に対し、ロイヤリティの調査に必要な範囲において、乙及び下請け会社等の指定

商品の製造及び販売に関する帳簿、伝票、関連資料等の閲覧をし、提出を求めることができる

とともに、工場、事務所等の施設に立入り調査をすること及び帳簿、伝票、関連資料等を調査

することができる。 



 
 

 （違約金） 

第７条 乙が売上報告書に虚偽の事実を記載し、本来甲に支払うべきロイヤリティを支払ってい

ないことが発覚した場合、乙は甲の請求後速やかに違約金としてロイヤリティが未払いである

指定商品の本体価格相当総額を支払わなくてはならない。 

２ 本条の定めは、甲の損害賠償の請求を妨げない。 

 （品質管理） 

第８条 乙は、指定商品の生産開始に先立ち、見本段階で図柄・色目等について甲の承認を得る

ものとする。 

２ 乙は、指定商品の販売に先立ち、完成品を各アイテム・各色につき、甲に各２点ずつ無償で

提供するものとする。 

 （商品の原画、原稿等） 

第９条 乙が指定商品を製造する際に使用する本マークの原画、原稿等の資料は、甲乙間の特段

の合意がない限り、甲が乙に貸与するものとする。 

２ 乙は、前項の規定に基づき甲より貸与された原画、原稿等を善良なる管理者の注意義務をも

って管理する。 

３ 乙は、前項の原画、原稿等を使用し終わったときは遅滞なく甲に返還しなければならない。 

 （宣伝及び広告） 

第１０条 乙が、指定商品の販売を促進するために本マークをポスター、チラシ、カタログ等（以

下「宣伝ポスター等」という。）に使用する場合は、乙は甲に対しその見本等を提出し事前に

甲の承認を得るものとする。 

 （甲又は公益財団法人新国立劇場運営財団への販売） 

第１１条 甲等が希望する場合、乙は甲等と協議の上販売価格を決定し、甲等に対し指定商品を

販売する。ただし、甲等に対する販売価格は、小売価格の１０％引きの価格を最高額とする。 

 （権利譲渡の禁止） 

第１２条 乙は、本契約に基づき甲から許諾された権利の全部又は一部を甲の書面による承認な

しに、第三者に譲渡、使用、再許諾あるいは乙や第三者のために担保に供してはならない。 

 （イメージ保持等に関する義務） 

第１３条 乙は、社会的・教育的影響に十分な配慮をするとともに、本マークひいては甲ないし

新国立劇場のイメージ又は名誉を損なうことのないよう十分に注意して、指定商品の製造、販

売及び宣伝にあたる。 

 （指定商品への苦情） 

第１４条 乙は、顧客又は乙の委託を受けて指定商品を顧客に販売する者（以下「販売者」とい

う。）が、乙に対し指定商品に関して苦情を述べた場合、これに誠実に対処する。 

２ 乙は販売者に対し、販売者が顧客等から指定商品に関する苦情を受けた場合、これに誠実に

対処するよう指導する。 

 （本マークの翻案・改変について） 

第１５条 乙は、甲の書面による事前の承認を得なければ、本マークの翻案、改変を行うことは

できない。 

 （乙の商標・意匠の登録の禁止） 

第１６条 乙は、本マークの全部又は一部について、甲の承認なしに商標又は意匠の登録を出願

することはできない。 

 （二次的利用の禁止） 

第１７条 乙は、この契約の有効期間であるか否かにかかわらず、指定商品及び宣伝ポスター等



 
 

を、本契約で認められた目的以外の目的（翻訳・ダイジェスト等、演劇・映画・放送・録音・

録画等、著作権の全集・著作集などへの収録、その他一切の二次的な使用を含む）で使用する

ことはできない。 

 （保証） 

第１８条 乙は、指定商品及び宣伝ポスター等並びにこれらに関連する仕様書等一切のものが、

商号、特許、実用新案、意匠、商標、著作権等を含む、第三者の権利を一切侵害していないこ

とを甲に保証する。 

 （保険） 

第１９条 指定商品あるいは宣伝ポスター等の形状、仕様、構造上の欠陥等に起因して第三者が

被る恐れのある損害等を補填するため、乙は指定商品に関し、その販売期間中、乙がその責任

において生産物賠償責任保険等の必要かつ十分な保険（以下「保険」という。）に加入した場

合は、遅滞なくその証券の写しを甲に提出するものとする。 

２ 乙が前項所定の保険に加入せずかつ指定商品及び宣伝ポスター等の物的な瑕疵及び欠損並び

に権利の瑕疵及び欠損等により甲が損害を被った場合は、乙はその損害を全て賠償しなければ

ならない。 

 （第三者との紛争の解決） 

第２０条 乙は、指定商品及び宣伝ポスター等に関して第三者との間で紛争が生じた場合は、乙

の責任においてこれを解決し、甲に何ら責任と負担を及ぼさせないものとする。 

 （通知・協力） 

第２１条 乙は、甲の著作権及び商標権その他の権利を侵害するものを発見した場合は、速やか

にこの旨を甲に通知するとともに、その侵害の排除に協力するものとする。 

 （機密の保持） 

第２２条 甲及び乙は、この契約の有効期間であるか否かにかかわらず、本契約に関して知り得

た相手方の機密事項、その他指定商品等の企画、製造、売上データ等に関する事項を第三者に

漏らしてはならない。 

 （契約期間） 

第２３条 本契約の有効期間は、契約締結日から令和７年３月３１日までとする。ただし、甲乙

双方において異議がないときは、更新することができる。 

 （契約の即時解約） 

第２４条 乙が以下に示すいずれかの条項に該当した場合は、甲は乙に対し直ちに債務全額の支

払いを請求し、同時に自己の債務を履行しないで本契約を解除することができる。 

（１） 乙が本契約に定める乙の義務を履行しないとき。 

（２） 手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 

（３） 差押、仮差押、仮処分、競売、強制執行、滞納処分等公権力の処分を受けたとき。 

（４） 破産、民事再生、会社整理、会社更正の申立てがあったとき。 

（５） 営業の中断、廃止、活動不能のあったとき、清算に入ったとき、又は理由なく指定商品

の製造、販売を中止したとき。 

 （契約終了後の処置） 

第２５条 本契約が契約期間満了により終了し、乙が指定商品の在庫品を有する場合には、乙は

甲の書面による承認を得て甲との協議により定めた期間（以下「延長期間」という。）、その

在庫品を販売することができる。 

２ 甲は、延長期間を定めるに当たって乙の事情を配慮し、誠実に協議する。 

３ 延長期間中、甲乙は本契約に従う。 



 
 

４ 本契約が乙の責めにより、あるいは前条の規定により解約され契約が終了した場合には、乙

は甲の承認を得なければ指定商品をその方法の如何を問わず一切出庫してはならない。 

５ 延長期間が終了した場合、及び前項の解約がなされた場合は、乙は甲の立ち会いを得て遅滞

なく指定商品及び宣伝ポスター等を廃棄するものとする。ただし、甲が事前に承認した場合は、

乙は甲の立ち会いなく指定商品等を廃棄することができる。 

 （損害賠償の請求） 

第２６条 第２４条によって本契約が解約された場合には、甲は乙に対し、その被った損害の賠

償を請求することができる。 

 （管轄） 

第２７条 本契約に関して紛争が生じた場合は、訴訟の管轄は東京地方裁判所とする。 

 （その他） 

第２８条 本契約に定めのない事項又は本契約の各条項につき疑義が生じた場合は、甲乙協議の

上、誠意をもって解決する。 

 

 

本契約締結の証として、本書を２通作成し、甲乙記名押印の上各１通を保有する。 

 

 

令和  年  月  日 

 

甲 東京都千代田区隼町４番１号 

独立行政法人日本芸術文化振興会 

理 事 長   長谷川 眞理子 

 

乙  

                      



 申 請 番 号          
 申 請 日 ： 令 和  年  月  日  

 
 
独 立 行 政 法 人 日 本 芸 術 文 化 振 興 会  
 理 事 長  長 谷 川  眞 理 子  様  
 
  

申 請 者  
 

 
 
 

新 国 立 劇 場 シ ン ボ ル マ ー ク 及 び ロ ゴ タ イ プ 等  
の 使 用 許 諾 申 請 書  

 
 
 
別 紙 「 許 諾 申 請 ア イ テ ム 表 」 の と お り 、 標 記 著 作 物 を 使 用 し た 商

品 を 開 発 ・ 販 売 い た し た く 、 見 本 を 添 え て 申 請 い た し ま す 。 ご 承 認

賜 り ま す よ う お 願 い 申 し 上 げ ま す 。  

 



令和　　　年　　　月　　　日

商品名
標準小売価格
（消費税込み）

仕様（色等） 製造個数 予定発売日 予定販売方法
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許諾申請アイテム表



新国立劇場シンボルマーク表示ガイド 
2020年 1月部分改定版



改定について

本マニュアルは、1997年の新国立劇場の開場時に規定されたシンボルマークとロゴタイプの表示ガイドを
一部改定したものです。
改定は、シンボルマークの色規定の見直し、各要素のデータ化を主眼に、各方面での使用の便をはかっています。
新国立劇場のシンボルマーク /ロゴタイプの使用に際しては、このマニュアルをベースとしてください。



シンボルマーク /ロゴタイプ基本形

新国立劇場のシンボルマーク /ロゴタイプの表示ガイドは、
新国立劇場のイメージを視覚的に正しく常に一定の表現で
伝えるための表示上の約束です。

●シンボルマーク
シンボルマークは新国立劇場のイメージを象徴的に視覚化しています。
わが国におけるオペラ、バレエ、現代舞踊、演劇の拠点としての存在感と
舞台のイメージを二人の演者が躍動する図形で表わしています。

●ロゴタイプ
・和文ロゴタイプは、新国立劇場のために特別にデザイン設計された文字
です。正式な劇場名の表記に際しては必ずこのロゴタイプを使用してください。

・英文ロゴタイプはシンボルマークと組み合わされ、また単独でも使用されます。
マークとの組合わせ位置大きさの比率は確定されていますので本データを使用
してください。書体はGill Sans。

・財団名ロゴタイプ
財団名ロゴタイプは、推薦書体の新ゴ Pro Mを使用しています。

●シンボルマーク基本形
（英文ロゴと組み合わせたもの）

●和文ロゴタイプ

●英文ロゴタイプ

●財団名ロゴタイプ

●シンボルマーク基本形

和文（タテ・ヨコ）

・英文（1行表示、3行表示、4行表示）
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新国立劇場運営財団公益財団法人

和文（タテ・ヨコ、2行表示）

英文（1行表示、2行表示、3行表示）



新国立劇場のシンボルカラーは、分解色で規定されます。
各使用メディアによる色指定の形式はこの分解色を基本として
近似色を選択しています。

R=37
G=49
B=91

16進法

♯25315B

「分解色」が表示色です。

C＝ 93%
M＝ 83%
　Y＝ 32%
K＝ 34%

分解色

K＝ 100%

TOYO=CF10948
特色

特色

特色

・PANTONE

・TOYO

・DIC

カラーピッカー

カラーコード

表示色の規定

PANTONE＝295-C

RGB

モノクロの場合参考（近似色）特色

DIC=256

カラー カラー

色相 =　227
彩度 =　59.3
明度 =　35.6



シンボルマークとロゴタイプの組合せ表示データ

●シンボルマークとロゴタイプの組合せデータ。

●シンボルマークと和文ロゴタイプ　タテヨコ

●シンボルマークと英文ロゴタイプシンボルマークの白黒反転表現

　

シンボルマークの白黒反転表現

シンボルマークはネガティブ表現にした場合形状が膨張して見えます。
そのために、シンボルマークを細く表現したデータを用意しています。
和文ロゴ、英文ロゴと組み合わせた各表現データを使用してください。

・基本表現

基本形の展開ネガタイプ

ネガにすると、マークが膨張して見えるのでマーク細くしてます。

基本

C

C

A A

B

B

B

B

B



●シンボルマークと和文ロゴタイプ　ヨコ組 ●シンボルマークと和文ロゴタイプ　ヨコ組　カラー

●シンボルマークと和文ロゴタイプ　中央組 ●シンボルマークと和文ロゴタイプ　中央組 カラー

●シンボルマークと和文ロゴタイプ　タテ組 ●シンボルマークと和文ロゴタイプ　タテ組 　カラー

シンボルマークとロゴタイプの英文・和文組合せ

.ai     .pdf    . PNG保存別有り。

●シンボルマークと和文ロゴタイプ　ヨコ組　ネガタイプ

●シンボルマークと和文ロゴタイプ　中央組 ネガタイプ



ロゴタイプの和文・英文

.ai     .pdf    . PNG保存　別有り。

●和文ロゴタイプ

●英文ロゴタイプ

和文（タテ・ヨコ）

・英文（1行表示）

・英文（3行表示）

・英文（4行表示）

ネガタイプ

ネガタイプ ネガタイプ

ネガタイプ

ネガタイプ



公益財団法人　新国立劇場運営財団。ロゴタイプの和文・英文

.ai     .pdf    . PNG保存　別有り。

●財団名ロゴタイプ

新国立劇場運営財団
公益財団法人
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新国立劇場運営財団公益財団法人

和文（タテ・ヨコ、2行表示） 英文（1行表示）

英文（3行表示）

英文（4行表示）

新国立劇場運営財団
公益財団法人
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ネガタイプ


